
―

(12.69)

― 平成30年度 令和元年度 令和2年度

(17.69) 公債費充当一般財源等額
(繰上償還額､公営企業債償還額及び満期一括地方債の元金に係るものを除く)

(1) 1,479,821 1,502,343 1,395,528 (3)の内訳(上位3事業及びその他) 決算額(単位:千円)

2.5 満期一括地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの(年度割相当額)等 (2) 0 0 0

(25.0) 公営企業債の財源に充てたと認められる繰出金 (3) 443,746 442,849 551,975

― 一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補助金又は負担金 (4) 116,827 70,896 68,249

(350.0) 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの (5) 0 0 0

一時借入金の利子 (6) 0 0 0

災害復旧費等に係る基準財政需要額 (7) 1,194,447 1,180,340 1,218,629

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費 (9) 484,342 469,837 445,053

(5)の内訳(上位3事由及びその他) 決算額(単位:千円)

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金 (11) 0 0 0

密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金
(地方債の元利償還額を基礎として算入されたものに限る)

(12) 0 0 0

小計　（（(1)～(6)）－（(7)～(12)）） (Ａ) 361,605 365,911 352,070

標準財政規模 (13) 15,725,878 15,826,313 16,222,803

(7)～(12)の額 (14) 1,678,789 1,650,177 1,663,682

(1) 小計　(13)－(14) (Ｂ) 14,047,089 14,176,136 14,559,121

(2) (Ｃ) 2.57423 2.58118 2.41821

資金不足比率

（単位：％）

下水道事業会計 ― (N-1)年度末一般会計等の地方債現在高 (1) (3)の内訳(上位3事業及びその他) 決算額(単位:千円)

債務負担行為に基づく支出予定額 (2)

一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負担見込額 (3)

組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額 (4)

青果市場事業特別会計 ― 退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額 (5)

設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額 (6)

連結実質赤字額 (7)

組合等の連結実質赤字額相当額のうち当該団体の一般会計等の負担見込額 (8)

(9)

(10) (6)の内訳(上位3団体及びその他) 決算額(単位:千円)

国民健康保険事業特別会計 (11)

介護保険事業特別会計 (Ａ)

後期高齢者医療事業特別会計 (12)

(13)

(14)

(15)

(16)

(17)

(1) (18)

(2) (Ｂ)小計　（標準財政規模(12)－算入公債費等(13)～(18)） 14,559,121

連結実質赤字比率　-(1)／(2)×100 ―　 将来負担比率　(A)／(B)×100 ―

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金 0

合計 2,164,168
※黒字の場合は、比
率がマイナスとな
り、“－”と表記す
る。

密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金
(地方債の元利償還額を基礎として算入されたものに限る)

0

標準財政規模 16,222,803

災害復旧費等に係る基準財政需要額(準元利償還金に係るもの) 0

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費 445,053

0 標準財政規模 16,222,803

災害復旧費等に係る基準財政需要額 1,218,629

そ
の
他
特
別
会
計

220,848 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 21,207,668

529,606 小計　（将来負担額－（(9)～(11)） ▲ 1,606,240

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(準元利償還金に係るもの) 0

0

下水道事業会計 3,951,323
314,624

法
非
適
用
事
業

1,757 991,650

(N-1)年度末の充当可能基金現在高 6,970,130

特定の歳入見込額 4,756,912

0

0

公
営
企
業
会
計

法
適
用
事
業

15,615

将
来
負
担
額

26,070,873

0

3,951,323

連　結　実　質　赤　字　比　率 将　来　負　担　比　率

会計名 決算額（単位：千円、％） 区　　　　　分 決算額（単位：千円、％） 左　の　内　訳

標準財政規模 16,222,803 単年度実質公債費比率　(Ａ)／(Ｂ)×１００

実質赤字比率　-(1)／(2)×100 ―　 実質公債費比率　　 (Ｃ)／３

分
　
　
母合計 1,396,342

※黒字の場合は、比
率がマイナスとな
り、“－”と表記す
る。

2.5

会計名 決算額（単位：千円、％）

一
般
会
計
等

一般会計 1,396,342

分
　
　
　
子

実 質 公 債 費 比 率
( 早 期 健 全 化 基 準 )

(%)

下水道事業会計 551,975

将 来 負 担 比 率
( 早 期 健 全 化 基 準 )

(%)

実　質　赤　字　比　率

牛 久 市

令 和 ２ 年 度
健全化判断比率
の 状 況

比

率

の

状

況

実 質 赤 字 比 率
( 早 期 健 全 化 基 準 )

(%)
実　質　公　債　費　比　率

区　　　　　分
決算額（単位：千円、％）

令 和 ２ 年 度 の 内 訳

連 結 実 質 赤 字 比 率
( 早 期 健 全 化 基 準 )

(%)


